































法は，昭和 26（1951）年 12 月 1 日，法律 285 号
として成立し，翌 27（1952）年 2 月 1 日から施
















































































































































































五， 中央動物園には， 動物の蕃殖場， 動物病院，
動物標本館， 研究室， 図書館， 講堂を附設し， 東
京に設置する。
六， 中央植物園には， 植物標本館， 植物学研究所，









九， 中都市 （第一項の中央機関所在地を除く） に
建設する地方博物館は， 科学博物館 （博物学， 理
工学， 産業） と歴史美術博物館 （歴史， 考古学，
古美術， 近代美術及び工芸） の二館とし， 府県立















六， 博物館及び類似施設は， 分館 （園） を設置す
ることが出来る。
七， 博物館及び類似施設は， その規模の大小に応
じ， 総長， 館長， 園長， 事務官， 相当数の学芸員，
学芸員補， 技師， 技手， 司書， 書記， 監視員等を
置くことを要する。



















一， 中央博物館， 中央動物園， 中央植物園及び
中央水族館は， 国営の中央機関として， 社会教育
学芸研究及び慰安休養を目的とする全国同種施設
の連絡， 蒐集品及び動植物の交換， 賣買， 貸借等



































































































































































































めて全国でわずかに 170 余館， それも大部分は規
模内容ともに至って貧弱なものにすぎない。 米国が
2,500 余館を有し， 英 ・ 仏 ・ 独国などいずれも人口
3 万ないし 5， 6 万に 1 館の割合に設置している盛




























































































































主として昭和 26 年に行われたが，成立のほぼ 1






























博物館，動物園及び植物園法草案（昭和 25 年 11 月 22 日）
第 1 章　総則
（この法律の目的）
第 1 条　この法律は， 博物館， 動物園及び植物園の設置及び運営に関して必要な事項を定め， その健全な発達を図り，
もつて学術， 文化の振興に寄与することを目的とする。
（定義）
第 2 条　この法律において 「博物館」 とは， 歴史， 科学， 芸術， 民俗， 産業等に関する資料のうち， 「動物園」 とは，
動物及びこれに関する資料のうち， 「植物園」 とは， 植物及びこれに関する資料のうち， それぞれ教育及び学芸上価値あ
るものを，収集，保管，飼育，または植栽して，教育環境の下に一般公衆の利用に供し，その文化的教養の向上，レクリエー
ション及び学術の調査研究等に資することを目的とする施設で， 国， 地方公共団体又は民法 （明治 29 年法律第 89 号）
第 34 条の法人若しくは宗教法人が設置するもの （学校に附属するもの及び文部省以外の国の行政機関の所管するもの
を除く） をいう。
第 3 条　前条の博物館， 動物園及び植物園 （以下 「博物館等」 という。） のうち， 国の設置するものを国立博物館等と，
地方公共団体の設置するものを公立博物館等と， 民法第 34 条の法人又は宗教法人の設置するものを私立博物館等と
いう。
第 4 条　この法律において博物館には， 博物館と称するもののほか， 美術館 （単なる美術に関する展覧会場を除く） 及
び社寺の宝物館等を， 動物園を称するもののほか， 水族館等を， 植物園には植物園と称するもののほか， 薬草園等を
含むものとする。
（分館， 分園， 研究施設及び図書施設）
第 5 条　博物館等には， 必要に応じ分館又は分園を設置し， 研究施設及び図書館施設を付属することができる。
（博物館等の事業）
第 6 条　博物館等は， その種類に応じてそれぞれおおむね次の各号に掲げる事項の実施に努めなければならない。
1． 一般公衆の要望にそい， 歴史， 科学， 芸術， 民俗， 産業等に関する資料， 動物及びこれに関する資料並びに植物
及びこれに関する資料 （以下 「博物館等資料」 という。） の収集については写真， フイルム， レコード， 標本， 模型等に
も十分留意して豊富にこれを収集し， 整理して， 利用すること。
2． 博物館等の所在地以外の地に博物館資料等を移動してこれを一般公衆の利用に供すること。
3． 博物館資料のうち， 文化財保護法 （昭和 25 年法律第　号） の適用を受ける文化財については， 特にその保管を十
分にすること。
4． 博物館資料に関し， 専門的学術的な調査研究を行うこと。
5． 博物館等資料の利用者に対し， 必要な説明， 助言指導等を行って， その利用を便にすること。
6． 博物館等資料に関して， 専門的な調査研究を希望する者に対しては， 研究施設を利用させ， その他必要な助言を
与える等， その研究を助力すること。
7． 博物館等資料に関する講演会， 講習会， 映写会， 研究会等の諸集会を主催し及びその奨励を行うこと。
8． 案内書， 解説書， 目録， 年報等を発行し， 更に調査研究の報告書等を作成頒布すること。




2． 学芸員は， 博物館等の種類に応じ， それぞれの博物館等資料に関する専門的技術的な指導助言及び調査研究を
行うものとする。
（学芸員の資格）
第 8 条　大学を卒業した者で， 大学に在学中博物館等の種類毎に文部省令で定める必要な学科を終了した者及び文部
大臣がこれと同等以上の学力があると認めた者で， 第 9 条の規定による学芸員の講習を終了した者は， 学芸員となる資
格を有する。
（学芸員の講習）
第 9 条　学芸員の講習は， 教育学部又は学芸学部を有する大学が， 文部大臣の委嘱を受けて行う。




第 10 条　文部大臣は， 都道府県の教育委員会に対し， 都道府県の教育委員会は， 市 （特別区を含む。 以下同じ。）
町村の教育委員会及び私立博物館等に対し， その求めに応じて， 博物館等の設置及び運営に関して， 専門的及び技術
的な指導又は助言を与えることができる。
（博物館の相互の協力）
第 11 条　博物館等は， その事業を促進するために， 相互に緊密な連絡， 協力をし， 刊行物の交換， 情報の交換， 博
物館等資料の相互貸借等を行うように努めなければならない。
（輸送料の特別取扱）
第 12 条　博物館等資料の輸送に要する料金については， 特別の取扱を受けることができるものとする。
第 2 章　国立博物館等
（国立美術博物館）
























第 18 条　国立博物館等は， 第 6 条各号にかゝげるもののほか， おおむね次の事業を行うものとする。





5． 博物館等の事業に関し， 国際的な連絡， 活動を行うこと。
第 3 章　公立及び私立博物館
（公立博物館等の所管）
第 19 条　公立博物館等は， 当該公立博物館等を設置する地方公共団体に設置された教育委員会が管理する。
（図書館法の規定の準用）
第 20 条　公立博物館等の設置に関しては， 図書館法 （昭和 25 年法律第 118 号） 第 10 条の規定を， 公立博物館
等の設置， 廃止又は設置者の変更に関しては， 同法第 11 条及び第 12 条の規定を， 私立博物館等の設置， 廃止又は
設置者の変更に関しては， 同法第 24 条の規定を， 私立博物館等の設置， 廃止又は都道府県の教育委員会との関係に
関しては， 同法第 25 条から第 27 条までの規定をそれぞれ準用する。
（公立博物館等の職員）
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2． 博物館等協議会は， 博物館等の運営に関し館長又は園長の諮問に応じるとともに， 博物館等の行う諸事業につき，
館長に対して意見を述べることができる。
3． 博物館等協議会の設置その他に関しては， 図書館法第 16 条の規定を準用する。




3． 当該博物館等を設置する地方公共団体の区域内に事務所を有する社会教育関係団体 （社会教育法 （昭和 24 年













第 26 条　公立博物館等の設置及び運営上望ましい基準を， 文部省令で定める。
（公立博物館等に対する補助その他の援助）
第 27 条　国は， 博物館を設置する地方公共団体に対し， 予算の定めるところに従い， その設置及び運営に関する費用
について補助金を交付し， その他必要な援助を行う。
第 28 条　前条の規定による補助金の交付は， 博物館等を設置する地方公共団体の各年度における博物館等の設置及
び運営に要する経費の前年度における精算額を勘案して行うものとする。
2． 前条の規定による補助金の交付に関しては， 図書館法第 22 条第 2 項及び第 23 条の規定を準用する。
（博物館等同種施設）

















び植物園法草案（25. 11. 22）．「昭和 39 年
度　わが国の近代博物館施設発達資料の集
成とその研究　大正・昭和編」，pp．150 －
155．日本博物館協会，東京．
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